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大丈夫不明

たぶん
大丈夫
23.7

少し不安である
34.8

非常に
不安で
ある
31.0

安心
30.1

不安
65.8

6.44.1

No.070071

単 ％

調（公財）生命保険文化センター「平成30年度 生命保険に関する全国実態調査」

「少し不安である」「非常に不安である」と答えた人がおよそ3分の2を占めている。

調査時期：平成30年

世帯主が万一の場合の家族の生活資
金に対する安心感・不安感7
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No.070078

単 ％

調（公財）生命保険文化センター「平成30年度 生命保険に関する全国実態調査」
注 複数回答。

万一の場合に期待できる準備手段の上位は、「生命保険」「預貯金･貸付信託・金銭信託」
「不動産」等である。一方、「期待しているものはない」という回答が20％を超えている。

調査時期：平成30年

現在準備しているもののうち、世帯主が
万一の場合に期待できる準備手段8

必要年数
（右目盛）

0

500

5,000

6,000

7,000

8,000

0

15.0

15.5

16.0

16.5

17.0

17.5

18.0

21 24平成12年 15 18

5,804

7,126 6,765

6,209

344413 383 362

16.8

5,514

331

16.5

27 30

5,653

328

16.8

5,558

327

16.7

17.2
17.4

17.0

万一の場合の
必要生活資金
総額

年間必要額

No.070073

単 年単 万円

注
調（公財）生命保険文化センター「生命保険に関する全国実態調査」
総額は、サンプルごとの総額（年間必要額×必要年数）の平均値として算出。

世帯主に万一のことがあった場合、残された家族のために必要と考える生活費について、平成18年調査以降、年間必要額、総額、必要年数とも減少傾向であったが、平成
27年以降は、総額、必要年数ともほぼ同水準で推移している。

世帯主が万一の場合の家族の必要生活資金の推移9
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No.070080

単 ％単 万円

調（公財）生命保険文化センター「平成30年度  生命保険に関する全国実態調査」

注 ①75歳以上は除く（総数には、75歳以上も含む）。
②充足率は、世帯主平均加入普通死亡保険金額を、万一の場合の必要生活資金で除したもの。

総数では、万一の場合の必要生活資金が5,560万円、それに対して世帯主が加入している普通死亡保険金額は1,406万円で、充足率は約4分の1の25.3％となっている。

調査時期：平成30年

万一の場合の家族の必要生活資金と世帯主普通死亡保険金額（全生保／世帯主年齢階級別）10
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万一の場合の保障準備2
3
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No.070111

単 ％

調 厚生労働省「2019年  国民生活基礎調査の概況」

注 6歳以上の人（入院者を除く）の健康意識。

健康意識を男女別にみると、「よい」「まあよい」と答えた人の割合は、男性が女性をやや上回っている。

男女別1-B
調査時期：令和元年
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No.070122

単 ％

注

調 厚生労働省「国民生活基礎調査の概況」

①6歳以上の人（入院者を除く）の健康意識。
②平成28年は熊本県を除く。

令和元年の調査では、自分を健康と思っている人（「よい」「まあよい」「ふつう」の合計）が全体の8割以上を占め、「よくない」「あまりよくない」を大きく上回っている。

全　体1-A

健康意識1

有訴者

約3.3人
に1人
（人口千対302.5）

No.070124

調 厚生労働省「2019年  国民生活基礎調査の概
況」をもとに作成

注「有訴者」とは、病気やけがなどで自覚症状
のある人（入院者を除く）。

有訴者数は人口千人あたり302.5人。約3.3人に1
人の割合で病気やけがなどで自覚症状がある。

全　体2-A
調査時期：令和元年
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No.070125調 厚生労働省「2019年  国民生活基礎調査の概況」をもとに作成

注 ①「有訴者」とは、病気やけがなどで自覚症状のある人（入院者を除く）。
②「総数」には20歳未満および年齢不詳を含む。

20歳代以上のいずれの年代においても有訴者率（人口千対）は女性が男性を上回っている。

男女・年齢階級別2-B
調査時期：令和元年

病気・けがの人（有訴者）の状況2
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健康意識と自覚症状3
1

Chapter



「サラリーマン世帯生活意識調査」は、首都圏のサラリーマン世帯（世帯主は20歳〜59歳）を対象とした
エフピー教育出版の独自調査です。

悪性新生物 心疾患
（高血圧性を除く）

肺炎脳血管疾患 不慮の事故 その他
＜死亡総数：人＞

0 20 40 60 80 100

27.3 2.86.9 40.27.715.0

7.7

35～39　

30～34　

40～44　

45～49　

50～54　

55～59　

60～64　

65～69　

70～74　

75～79　

80歳以上　

20～24歳

総数

25～29　

15.21.11.14.74.7 70.90.30.3

12.0 5.3 10.9 69.5

17.2 7.0 8.7 61.7

24.4 9.1 7.6

4.4

6.1 51.8

28.6 10.8 5.6 45.2

33.6 12.1 4.7

0.90.9

1.01.0

8.5

9.6 38.9

37.1 13.2 4.1 35.7

42.9 12.6 3.6

1.41.4

1.71.7

8.5

7.4 31.9

45.8 12.6 3.2 29.1

46.9 12.1 3.0 28.6

44.8 12.3 2.9 29.4

38.3 12.9 3.0 32.8

2.4

3.0

3.9

5.5

6.9

6.5

6.9

7.5

0.70.7

1.01.0

1.21.2

1,381,093

2,042

2,055

2,978

4,477

7,813

14,024

19,545

27,390

42,145

79,490

117,966

163,768

892,61519.7 16.5 2.5 44.58.78.0

1.71.7

No.070167

単 ％

調 厚生労働省「令和元年 人口動態統計」をもとに作成
注 「総数」には20歳未満、年齢不詳を含む。

「悪性新生物（がん）」で亡くなる人の割合は年齢とともに高まり、60歳代で40％後半となりピークを迎える。「心疾患（高血圧性を除く）」は40歳代後半から12〜13％台で
推移するが、80歳以上でピークとなる。また、「脳血管疾患」は40歳代から50歳代にかけてピークを迎えるが、70歳代以降に再び割合が高くなっている。

調査時期：令和元年

年齢階級別にみた主な死因の状況（死亡者の割合）28
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No.070168

単 ％

注

調 エフピー教育出版「平成30年 サラリーマン世帯生活意識調査」

3つまでの複数回答から上位10項目を抜粋。

男女とも怖いと思う病気のトップに「がん」を挙げている。以下、「脳卒中」「心臓病」と続く。「認知症」は、女性が不安に思っている割合が高い。

調査時期：平成30年 要申請

怖いと思う病気のランキング29

52 Chapter 3



「サラリーマン世帯生活意識調査」は、首都圏のサラリーマン世帯（世帯主は20歳〜59歳）を対象とした
エフピー教育出版の独自調査です。
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No.116083

単 ％

調 エフピー教育出版「平成30年 サラリーマン世帯生活意識調査」

注 入院をした場合、入院費用（入院中の病院内での食事代、差額ベッド代を含む）・手術代・薬代・検査費用など以外の、いわゆる雑費（着替えや洗面用具など身の回
りのもの、見舞いに来る家族の交通費、その他治療費とは別に必要と考えられる費用の合計）は、1日あたりいくらかかると考えるかを尋ねた。

入院時にかかると予想される雑費は、1日あたり平均8,250円となっている。

調査時期：平成30年 要申請

入院時にかかる雑費の予想額（1日あたり）83

生命保険
損害保険
預貯金
有価証券

男性 女性

70.8

22.8
40.8

7.6

46.8
9.3
34.1

2.9

74.3

23.3
44.6

7.1

79.1

25.4

38.6

8.1

79.2

28.8

41.9

10.3

69.8

23.2

46.3

8.3

総数 20～29歳 30～39 40～49 50～59 60～69

生命保険
損害保険
預貯金
有価証券

0

20

40

60

80

100

74.9

18.8

42.6

4.3

52.8

9.6

31.5

2.0

78.1

15.1

41.0

3.9

80.0

19.8

35.7

3.6

80.2

23.3
46.2

4.7

74.2

20.2

52.4

5.7

総数 20～29歳 30～39 40～49 50～59 60～69
0

20

40

60

80

100

No.070231

単 ％

注

調（公財）生命保険文化センター「令和元年度 生活保障に関する調査」

①複数回答。「その他」を除く。
②生命保険とは、民間の生命保険会社や郵便局、JAなどで扱っている生命保険の医療・疾病関係の特約や医療保険（ガン保険など、特定の病気を対象とするものを含む）

のこと。

男女とも全年代で「生命保険」と答えている人が最も多くなっている。

年齢階級別にみた「準備している人」の準備手段82-B
調査時期：令和元年
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83.3
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いない
12.1

準備して
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13.8
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No.070230

単 ％

調（公財）生命保険文化センター「令和元年度 生活保障に関する調査」
注「自分自身がケガや病気で治療や入院することになった場合に備えて、公的医療保険以外で、現在経済的な準備をしているか」を尋ねた。

男女とも8割以上の人が「準備している」と答えている。

男女別82-A
調査時期：令和元年

医療保障に対する私的準備状況82

69Chapter 3

健
康
と
医
療

C
hapter

3



幼稚園

幼稚園入園
～大学卒業

進
学
コ
ー
ス
例

総額計算式

小学校入学～大学卒業

中学校入学～大学卒業

高校入学～大学卒業

大学入学～卒業

年間教育費
（A）

小学校 中学校

オール公立コース 10,810,258

13,324,847

14,862,440

17,616,548

25,281,008

10,139,317

11,741,099

13,278,692

16,032,800

23,697,260

8,211,631

9,813,413

11,351,006

14,105,114

6,746,440

8,348,222

9,885,815

5,374,300

6,976,082

 223,647 321,281 488,397 457,380

 527,916 1,598,691 1,406,433 969,911

オール公立コース

オール公立コース

オール私立コース

高校 大学

私立 公立 私立

公立 私立

公立 私立

公立

私立

公立 私立

オール公立コース

公立 私立

オール私立コース

私立 公立 私立

私立 公立

公立

公立

私立

私立

私立

準備したい
教育費の目安額

（B）
公立

私立

（A） ＋（B） ＋（C）

（C）

＝

計算例）子どもはこの4月から小学5年生（公立）で、将来、中学校（公立）、高校（私立）、大学（私立理系・下宿）というコースを歩む場合

＋ ＋ 2,807,600＋　1,352,011＝4,159,611 ＝ 16,153,179円

　 下宿の場合（4年間の加算額）

　 私立理系の場合（4年間の加算額）…1,352,011円
　 私立家政・芸術・体育・保健科の場合（4年間の加算額）…886,234円
　 私立医歯系の場合（6年間の加算額）　自宅…18,661,282円

 下宿…22,677,282円

ア イ ウ エ

a

b
c
d

321,281×2年＝642,562イ a b

オール私立コース

オール私立コース

国立大学…2,980,100円
私立大学…2,807,600円

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

11,351,006⑬

No.070325

単 円

注

調 日本政策金融公庫「令和2年度 教育費負担の実態調査結果」、文部科学省「平成30年度 子供の学習費調査」「私立大学等の平成30年度入学者に係る学生納付金等調査結果」「文
部科学省令」、（独）日本学生支援機構「平成30年度 学生生活調査結果」（昼間部）をもとにエフピー教育出版試算

①大学の公立は国立大学自宅生、私立は私立大学文科系自宅生である。
②「準備したい教育費の目安額（B）」は、幼稚園3年間、小学校6年間、中学校3年間、高等学校（全日制）3年間、大学4年間として、それぞれの進学コース別に、該当

する期間に必要な金額を足しあげ算出したもの。

© 2021 FPKSエフピー教育出版

調査時期：平成30年度、令和2年度 要申請

進学コース別教育費総額の目安27

84 Chapter 4

幼稚園から大学までの教育費総額4
5

Chapter



「サラリーマン世帯生活意識調査」は、首都圏のサラリーマン世帯（世帯主は20歳〜59歳）を対象とした
エフピー教育出版の独自調査です。
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0 10 20 30 40 50 60 70

No.150013 単 ％

調 エフピー教育出版 「平成30年 サラリーマン世帯生活意識調査」
注 複数回答。

「趣味や興味関心のあること」が65.0％と最も多く、「夫婦のコミュニケーション」
が39.5％で続いている。

調査時期：平成30年 要申請

老後あるいは退職後に
やりたいと思っていること20

老後資金 67.3

50.5

23.7

13.9

10.9

13.0

退職後の生活費

趣味や旅行

住宅の購入・
ローン返済

資産運用（預貯金、
株・投資信託等）

決めていない

0 10 20 30 40 50 60 70

No.150014 単 ％

調 エフピー教育出版 「平成30年 サラリーマン世帯生活意識調査」
注 複数回答。

「老後資金」や「退職後の生活費」に使うと考えている人が多くなっている。

調査時期：平成30年 要申請

退職金の使いみち21

非常に
心配で
ある
40.3

多少
　心配である

　40.9

心配して
いない
18.3

無回答
0.5

老後の生活が
心配である

81.2

No.070421

単 ％

調 金融広報中央委員会「令和元年 家計の金融行動に関する世論調査」

「多少心配」と「非常に心配」を合わせた「老後の生活が心配である」が8割を超え
ている。

全　体22-A
調査時期：令和元年

非常に心配である 多少心配である 心配していない 無回答

0 20 40 60 80 100

52.120～29歳 14.6 0.033.3

37.8 9.5 0.352.4

39.3 10.3 0.350.2

42.8 12.5 0.943.8

41.0 20.4 0.737.8

41.3

30～39

40～49

50～59

60～69

70歳以上 30.3 0.528.0

心配である No.070422 単 ％

調 金融広報中央委員会「令和元年 家計の金融行動に関する世論調査」

50歳代までは8割以上の人が老後の生活について心配であると回答している。

世帯主年齢階級別22-B
調査時期：令和元年

老後の生活についての考え方（二人以上の世帯）22

0 10 20 30 40 50 60 70 80

年金や保険が十分ではないから

十分な金融資産がないから

現在の生活にゆとりがなく、老後に備えて準備していないから

退職一時金が十分ではないから

生活の見通しが立たないほど物価が上昇することがあり得るから

こどもなどからの援助が期待できないから

再就職などにより収入が得られる見込みがないから

マイホームを取得できる見込みがないから

家賃の上昇により生活が苦しくなると見込まれるから

その他

73.3

69.7

39.1

27.8

24.4

17.4

12.0

3.2

2.5

8.4

No.070423

単 ％

注
調 金融広報中央委員会「令和元年 家計の金融行動に関する世論調査」

複数回答。

老後の生活を心配する理由は、「年金や保険が十分ではないから」「十分な金融資産がないから」がおよそ7割となっている。

調査時期：令和元年

老後の生活を心配する理由（二人以上の世帯／老後を心配している世帯）23
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2,181,621

3,484,324

平成12年4月末 15年4月末

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

要支援

290,457

338,901

316,515

551,134

290,923

414,169

423,846

430,709

393,691393,691

640,574640,574

1,070,1911,070,191

504,835

4,348,093

18年4月末 24年4月末21年4月末

465,350

524,989

560,602

651,370651,370

1,386,7381,386,738

654,952

58,67858,678
45,41445,414

制度改正に伴う
認定区分変更

5,330,396

712,425

970,468

952,408952,408

724,287

669,754

608,928

692,126

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

7,000,000

6,000,000

27年4月末

6,077,435

839,110

1,175,7431,175,743

1,062,1021,062,102

792,848

729,956

603,677

873,999

29年4月末 30年4月末 31年4月末

6,331,350

867,353

1,263,4881,263,488

1,105,9111,105,911

835,556

768,322

601,086

889,634

6,593,779

926,414

1,325,5301,325,530

1,139,0231,139,023

868,796

804,416

602,438

927,162

6,437,347

883,828

1,296,6591,296,659

1,126,7411,126,741

855,784

790,783

602,876

880,676

4,689,923

514,758

589,512

737,951

822,691822,691

788,133

661,881

574,997

令和2年4月末

6,693,080

944,370

1,352,3541,352,354

1,157,4331,157,433

881,602

820,826

603,460

933,035

No.070519

単 人

調 厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）」

令和2年4月末現在の要介護（要支援）認定者数は約669万人で、平成12年の介護保険制度発足時の約3倍となっている。

要介護（要支援）認定者数の推移1

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

4,000

平成23年
4月末

26年
4月末

27年
4月末

28年
4月末

29年
4月末

30年
4月末

31年
4月末

令和2年
4月末

25年
4月末

24年
4月末

492 517 549 571 594 608 620 646631

2,907 2,986
3,103 3,210

3,308 3,387 3,446
3,5283,492

第1号被保険者（65歳以上の人）
65歳以上の要介護（要支援）認定者

657

3,558
3,500

No.070520

単 万人

調 厚生労働省「介護保険事業状況報告（暫定）」

令和2年4月末現在、65歳以上の要介護（要支援）認定者数は約657万人で、65歳以
上の約5.4人に1人は要介護（要支援）認定者である。

65歳以上の被保険者数および
要介護（要支援）認定者数の推移2

70～74歳65～69歳 80～84歳75～79歳 85歳以上
0

10

20

30

40

50

60

70

2.9
（34.7人に1人）

5.6
（17.8人に1人）

12.6
（7.9人に1人）

27.1
（3.7人に1人）

59.6
（1.7人に1人）

No.070521
単 ％

調 厚生労働省「介護給付費等実態統計（令和2年4月審査分）」、総務省「人口推計（令
和2年4月確定値）」をもとにエフピー教育出版試算

要介護（要支援）の認定を受ける人の割合は、年齢とともに上昇し、85歳以上で
は1.7人に1人が認定を受けている。

調査時期：令和2年4月

年齢階級別要介護（要支援）認定者
の割合3

132 Chapter 8

要介護者等の状況8
1

Chapter



65～69　

40～64歳

7.4 4.4 59.3 21.6

9.5

21.6 16.2 25.1

12.7 56.0 10.2

2.5 58.2 18.4 10.1

16.0

31.6

9.6

10.3

24.4 29.5 18.8 9.5

70～79　

80～89　

90歳以上

1.61.6
要
介
護
者
等
の
年
齢
階
級

1.81.8

40歳未満 40～49歳 50～59 60～69 70～79 80歳以上

0 20 40 60 80 100

同居している主な介護者の年齢階級

1.81.8

5.7

4.3

0.60.6

1.11.1

No.070551

単 ％

調 厚生労働省「2019年 国民生活基礎調査の概況」 

60歳代後半および70歳代の要介護者の場合は同年代の人（つまり配偶者）が介護をしている割合が高いが、80歳代、90歳代になると、子どもやその配偶者と思われる50歳
代と60歳代の介護者が多くなる。

年齢階級別にみた同居している主な介護者と要介護者等の構成割合16-C
調査時期：令和元年

配偶者
23.8

子
20.7

子の
配偶者

7.5

同居
54.4

（男性35.0）
（女性65.0）

別居の
家族等
13.6

事業者
12.1

不詳
19.6

その他 0.5

その他の親族 1.7
父母 0.6

No.070549

単 ％

調 厚生労働省「2019年 国民生活基礎調査の概況」

介護者のうち、要介護者と同居している介護者の割合は5割強、同居の介護者は「配
偶者」が最も多く、以下「子」「子の配偶者」の順になっている。

続柄および同別居の状況16-A
調査時期：令和元年

平成13年 16年 19年 22年 28年25年
0

10

20

30

40

50

60

70

80 65歳以上同士
75歳以上同士

60歳以上同士

54.4

40.6

58.1

41.1

54.7

18.7 19.6

58.9

47.6

24.9

62.7

45.9

25.5
30.2

70.3

59.7

33.1

74.2

51.2

29.0

69.0

令和元年

No.150001

単 ％

調 厚生労働省「国民生活基礎調査の概況」
注 平成28年は熊本県を除く。

同居している主な介護者と要介護者等の双方が65歳以上であるいわゆる「老老介
護」の割合は、平成25年に5割を超え、令和元年は59.7％となっている。

老老介護の状況16-B

主な介護者の状況16

ほとんど終日 2～3時間程度半日程度 その他必要なときに手をかす程度 不詳

要支援1

要支援2

総数

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

0 20 40 60 80 100

19.3 9.4 11.9 47.9 7.7 3.8

3.9 3.6 2.5 14.4 4.5

7.3 4.7 6.8 64.7

71.1

12.6 4.0

11.3 7.5 13.1 61.2 5.8

15.7 12.2 15.8 50.2 3.7 2.42.4

45.8

32.5

8.6

17.6

21.7

13.1 27.7 5.9 3.33.3

56.7 12.8 7.9 3.0

11.5

11.9

7.7

7.7

4.74.7

1.1

No.070552

単 ％

注

調 厚生労働省「2019年 国民生活基礎調査の概況」

「総数」には要介護度不詳を含む。

同居している主な介護者の介護時間では、「要介護3」以上では「ほとんど終日」が最も多くなっている。

調査時期：令和元年

同居している主な介護者の介護時間（要介護者等の要介護等状態区分別）17
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有料老人ホームにかかる費用47
調査時期：令和2年12月 要申請

単 円

●入居一時金・月額利用料併用の施設 ●月額利用料のみの施設

入居一時金 月額利用料

平均 最高値 最安値 中央値 平均 最高値 最安値 中央値

介護付 13,247,547 147,100,000 700,000 9,000,000 介護付 244,604 734,920 96,690 222,903

住宅型 13,691,061 71,280,000 450,000 8,800,000 住宅型 155,783 357,060 80,000 147,950

月額利用料 注 �入居一時金・月額利用料併用の施設は介護付（481施設）、住宅型（55施設）、
月額利用料のみの施設は介護付（130施設）、住宅型（66施設）について集計。

調 �東京都福祉保健局「東京都内有料老人ホーム一覧（令和2年12月1日現在）」をも
とにエフピー教育出版作成平均 最高値 最安値 中央値

介護付 234,146 401,500 117,389 231,000

住宅型 211,852 359,580 114,610 208,760
 No.000000

●入居一時金	 ●月額利用料

入居一時金・月額利用料併用の施設48-A
調査時期：令和2年12月 要申請

介護付有料老人ホーム利用料（入居一時金・月額利用料）の金額別分布48

平均
1,325
万円1,000～

2,000万円未満
21.2

1億円以上 0.24,000～5,000万円未満 1.5

6.0
500万円未満

22.2

5,000万円～1億円未満 1.5

平均
23.4
万円

20～30万円未満
66.3

50万円以上 030～40万円未満

10.2
20万円未満

23.3

40～50万円未満 0.2

500～1,000万円未満
36.0

3,000～4,000万円未満

 

2,000～3,000万円未満

11.4

No.150005

単 ％

調 東京都福祉保健局「東京都内有料老人ホーム一覧（令和2年12月1日現在）」をもとにエフピー教育出版作成
注 入居一時金・月額利用料併用の施設は481施設について集計。

月額利用料のみの施設48-B
調査時期：令和2年12月 要申請

●月額利用料

平均
24.5
万円

20～30万円未満
55.4

50万円以上 2.3
30～40万円未満

6.9

20万円未満
32.3

40～50万円未満 3.1

No.150005

単 ％

調 東京都福祉保健局「東京都内有料老人ホーム一覧（令和2年12月1日現在）」をもとにエフピー教育出版作成
注 月額利用料のみの施設は130施設について集計。

147Chapter 8

介
護
の
実
態
と
意
識

C
hapter

8



平成24年 27 令和2 7 12 22 32 42

462
517

602
675

744
802 797

850

0

200
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100

300

500

800

0

5

15

20

30

10

25

15.0 15.2

16.7
18.5

20.2 20.7 21.1

24.5
高齢者人口に占める割合（右目盛）65歳以上の認知症患者数

No.150006

単 万人

調 厚生労働省「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平成26年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 九州大学二宮教授）
注 各年齢層の認知症有病率が平成24年以降一定と仮定。

単 ％

65歳以上の認知症患者数と高齢者人口に占める割合の将来推計58-A
要申請

65歳以上の認知症患者数の将来推計58

令和42年の65歳以上の認知症患者数は850万人で、令和2年の約1.4倍、高齢者のおよそ4人に1人が認知症になると推計されている。

平成24年

令和2　

12　

22　

32　

42　

0 20 40 60 80 100

21.7

22.4

23.4

23.7

24.1

24.7

16.5

17.1

17.7

18.2

18.5

18.8

13.7

13.8

13.6

13.7

14.0

13.6

48.2

46.7

44.4

43.5

42.8

45.4

非該当／申請なし 要支援／要介護1 要介護2～3 要介護4～5

No.150007

単 ％

注

調 厚生労働省「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」（平
成26年度厚生労働科学研究費補助金特別研究事業 九州大学二宮教授）をもと
に作成

①各年齢層の認知症有病率が平成24年以降一定と仮定。
②要介護度を4つの区分に分けて集計。

65歳以上の認知症患者数の要介護度別の割合は、平成24年から令和42年までの間
で大きな変化はみられない。

65歳以上の認知症患者の要介護度別割合の将来推計58-B
要申請

0 20 50 80

73.5

61.9

57.0

56.4

44.1

41.5

家族に身体的・精神的負担を
かけるのではないか

家への帰り道が
わからなくなるのではないか

経済的に苦しくなるのではないか

周りの人に迷惑をかけてしまう
のではないか

家族や大切な思い出を忘れて
しまうのではないか

できていたことが
できなくなるのではないか

7060403010

No.150008

単 ％

注
調 内閣府「認知症に関する世論調査（令和元年12月調査）」
複数回答から、上位項目を抜粋。

7割以上の人が「家族に身体的・精神的負担をかけるのではないか」を挙げている。

調査時期：令和元年12月

認知症に対する不安（本人自身）59

0 20 40 50 70 100

今まで暮らしてきた
地域で今まで
どおり自立的に
生活していきたい

医療・介護などの
サポートを利用しながら、
今まで暮らしてきた
地域で生活していきたい

27.620.825.813.9

総　数

男　性

女　性

7.7

身の回りのことが
できなくなってしまうので、
介護施設で暮らしたい

誰にも迷惑を
かけないよう、
ひとりで暮らして
いきたい

その他／
わからない

周りに迷惑を
かけるので、

介護施設で暮らしたい

在宅介護

9080603010

4.3

施設介護

在宅（39.7） 施設（48.4）

12.1 31.5 22.2 27.8

12.9 28.9 21.6

4.2

5.827.7

2.2

3.1

在宅（43.6） 施設（50.0）

在宅（41.8） 施設（49.3）

No.150009

単 ％

調 内閣府「認知症に関する世論調査（令和元年12月調査）」

半数近くの人が介護施設で暮らすことを考えている。

調査時期：令和元年12月

認知症になった場合の暮らし方60
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その他
22,249

（11.5）
有価
証券

29,926
（15.5）

現金・
預貯金など

62,438
（32.2）

金融資産  92,364（47.7）

山林、
その他
の土地
7,171

（3.7）

家屋・
構築物

11,053
（5.7）

家屋・
構築物

11,053
（5.7）

田田畑畑宅地　51,971（26.8）

総額

19兆3,650億円

2,885（1.5）5,956（3.1）

不動産　79,037（40.8）

No.070644

注
調 国税庁「第144回国税庁統計年報 平成30年度版」をもとに作成

生命保険金等は「その他」に入る（7,738億円、総額比4.0%）。

単 億円（％）

相続税の対象となる財産の種類別内訳としては、金融資産が47.7％、不動産が40.8％となっている。

調査時期：平成30年分

相続税の種類別取得財産価額2

平成17年分

被相続人1人あたり課税価格 課税被相続人数
（右目盛）
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10,000

15,000

25,000

5,000

20,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

被相続人1人あたり
相続税額（納付税額）

18 2019 21 22 2423 25 26 27 28 29

45,152 45,177 46,820 48,016 46,439 49,891 51,559

52,572 54,421 56,239

103,043
111,728

105,880

2,5622,562 2,3562,3562,5052,505 2,4282,4282,6072,6072,7052,7052,7082,708 2,3672,367 2,8242,824 2,4722,472 1,7581,758 1,7641,764 1,8031,803

22,580 23,033 22,759 22,385 21,798 20,972 20,844 20,490
21,385

20,42720,427

14,141 13,96213,980 13,980

1,8141,814

30

116,341

No.070643

単 人

調 国税庁「国税庁統計年報」をもとに作成

単 万円

平成27年1月に施行された相続税法等改正の影響により、平成27年以降の課税被相続人の数は、10万人を超え、被相続人1人あたりの課税価格および相続税額（納付税額）は、
大幅な減少となっている。

参考資料：15

被相続人1人あたりの課税価格・相続税額（納付税額）の推移1

不動産 金融資産 その他

0 20 40 60 80 100

平成10年分

15　　

20　　

25　　

27　　

28　　

29　　

30　　

　

総額

14兆6,196億円

11兆8,004億円

11兆8,017億円

12兆5,326億円

15兆6,362億円

17兆7,471億円

18兆6,493億円

19兆3,650億円

20.7 7.771.6

27.2 11.861.1

34.8 10.255.0

42.5 10.846.7

45.6 11.043.3

45.0 11.343.8

46.3 11.442.3

47.7 11.540.8

No.163004

単 ％

調 国税庁「国税庁統計年報」をもとに作成

平成10年分では不動産の割合が7割以上を占めていたが、その後、金融資産割合の増加が進み、平成27年に逆転してからは、その差が広がりつつある。

相続税の種類別取得財産価額の推移3
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「サラリーマン世帯生活意識調査」は、首都圏のサラリーマン世帯（世帯主は20歳〜59歳）を対象とした
エフピー教育出版の独自調査です。

財産を当てにして働かなくなるといけないので、
社会・公共の役に立つようにしたい 0.5

家業を継いでくれるならば、
こどもに財産を残したい

老後の世話をしてくれるか、家業を継ぐか等にかかわらず、
こどもに財産を残したい

17.4

41.9

1.61.6

16.4

14.6

5.7

財産を残すこどもがいないので、
社会・公共の役に立つようにしたい 0.5

財産を残すこどもがいないうえ、自分たちの人生を
楽しみたいので、財産を使い切りたい

こどもはいるが、自分たちの人生を
楽しみたいので、財産を使い切りたい

老後の世話をしてくれるならば、
こどもに財産を残したいその他

無回答 1.4

No.105033

単 ％

調 金融広報中央委員会「令和元年 家計の金融行動に関する世論調査」

条件を問わず、こどもに財産を残したいという回答が4割強を占めている。

調査時期：令和元年

遺産についての考え方（二人以上の世帯）11

0

10

20

30

40

50

60

49.2
52.6

47.7

54.4

43.2

37.7
42.1

46.6

34.2

28.4

34.1 33.3

42.0

35.4

24.7

17.0

24.6
21.6

相続税の支払いが大変そう 財産がどれくらいあるかわからない 遺産の分割でもめそう 相談する相手がいない

15.2

8.6

総　数
20歳代
30歳代
40歳代
50歳代

No.150016

単 ％

調 エフピー教育出版 「平成30年 サラリーマン世帯生活意識調査」
注 2つまでの複数回答。

総数でみると、相続が不安な理由としては、「相続税の支払いが大変そう」が49.2％で最も多く、次いで「財産がどれくらいあるかわからない」が続いている。

相続についての不安の理由10-B
調査時期：平成30年 要申請

0 20 40 60 80 100

26.0 30.9 13.4 17.6

22.1 31.8 11.7 19.514.9

28.7 31.012.0 16.711.6

25.1 14.411.6 30.7 18.1

12.1総　数

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代 27.010.7 15.330.2 16.7

とても不安である やや不安である あまり不安はない まったく不安はない わからない

No.150015 単 ％

調 エフピー教育出版 「平成30年 サラリーマン世帯生活意識調査」

総数でみると、約4割の人が相続について不安である（「とても不安」「やや不安」）と回答している。

相続についての不安の有無10-A
調査時期：平成30年 要申請

相続についての不安10
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「企業経営と生命保険に関する調査」は、従業員11〜300人の企業の経営者および役員を対象とした
エフピー教育出版の独自調査です。

60～
64歳

65～
69歳

70歳
以上

元気なうちは
続ける見込み

（続けると思う）

考えて
いない

60歳
未満

全　体　 11.6 33.2 18.2 29.4

51～100　

11～50人

101～300　

0 20 40 60 80 100

6.0 11.2 29.9 14.9 35.1

3.5 9.7 37.5 20.1 25.0

1.4 13.9 31.9 19.4 28.5

4.0

3.0

4.2

4.9

3.6

No.105042 単 ％

調 エフピー教育出版「令和元年 企業経営と生命保険に関する調査」
注 「わからない」を除く。

調査時期：令和元年 要申請

社長の勇退年齢（従業員規模別）25

3～4倍未満
45.2

2～3倍未満
31.3

1.1～2倍
未満
11.5

平均
2.8倍

4倍以上
12.0

No.070819

単 ％

調 エフピー教育出版「令和元年 企業経営と生命保険に関する調査」

調査時期：令和元年　　参考資料：62 要申請

社長の功績倍率23

5,000万～
1億円未満

12.9

3,000万円
未満
45.0

3億円以上 2.42～3億円未満

1～2億円
未満
13.9

3,000～
5,000万円

未満
21.5

4.3

平均
6,380
万円

No.070821

単 ％

調 エフピー教育出版「令和元年 企業経営と生命保険に関する調査」
注 「わからない」を除く。

調査時期：令和元年 要申請

社長の退職慰労金予定額24

10年未満
38.2

10～20年
未満
23.6

20～30年
未満
18.9

4.730～40年未満

14.5

平均
15.5年

40年以上

No.094066

単 ％

注

調 エフピー教育出版「令和元年 企業経営と生命保険に関する調査」

対象は、在任中の社長。通算在任年数は、社長職以前に役員歴がある場合、社
長職の在任年数に、以前2つまでの役員職の在任年数を加えて算出。

社長の役員職通算在任年数は、平均15.5年となっている。

役員職通算22-B
調査時期：令和元年 要申請

10年未満
52.7

10～20年
未満
25.1

20～30年
未満
13.0

40年以上 2.4

30～40年未満

平均
11.3年

6.8

No.070811

単 ％

調 エフピー教育出版「令和元年 企業経営と生命保険に関する調査」
注
調

対象は、在任中の社長。

社長職の在任年数は、平均11.3年である。

社長職22-A
調査時期：令和元年 要申請

社長の在任年数22
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退職慰労金の適正額算定の目安12
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「サラリーマン世帯生活意識調査」は、首都圏のサラリーマン世帯（世帯主は20歳〜59歳）を対象とした
エフピー教育出版の独自調査です。

自分が加入
している

自分も家族も
加入している

自分以外の家族
のみ加入している

加入して
いない

0 20 40 60 80 100

死亡保障
メインの
生命保険

医療保険・
がん保険

31.6 14.5 28.025.9

39.9 7.9 31.620.6

No.070889 単 ％

調 エフピー教育出版「平成30年 サラリーマン世帯生活意識調査」

生命保険会社4-A
調査時期：平成30年 要申請

自分が加入
している

自分も家族も
加入している

自分以外の家族
のみ加入している

加入して
いない

0 20 40 60 80 100

14.1 8.4 68.59.0

13.3 8.0 69.49.4

死亡保障
メインの
生命共済等

医療共済・
がん共済等

No.070890 単 ％

調 エフピー教育出版「平成30年 サラリーマン世帯生活意識調査」

共済・少額短期保険4-B
調査時期：平成30年 要申請

生命保険商品の加入状況4

必要ない 3.0付き合い程度 3.9

メインの保障
34.1加入すれば

とりあえず安心
39.2

貯蓄
または老後
への備え

19.8

No.070891

単 ％

調 エフピー教育出版「平成30年 サラリーマン世帯生活意識調査」

注 生命保険商品（生命保険会社や共済等の死亡保障がメインの商品、医療保険・
がん保険等）に加入している人に尋ねた。ただし、生命保険会社等の個人年金
保険等は除く。

「加入すればとりあえず安心」と回答した人が最も多く、「メインの保障｣ とする人
を約5ポイント上回っている。

調査時期：平成30年 要申請

日ごろの生活における生命保険商品の
位置付け（生命保険等加入者ベース）5

免責事項などの
詳細まで
理解しているほとんど

何も
わからない

15.9

13.0

払込保険料や
保障内容は

ほぼ
わかっている

44.1

払込保険料
程度は

わかっている
27.0

No.070901

単 ％

調 エフピー教育出版「平成30年 サラリーマン世帯生活意識調査」

注 生命保険商品（生命保険会社や共済等の死亡保障がメインの商品、医療保険・
がん保険等）に加入している人に尋ねた。ただし、生命保険会社等の個人年金
保険等は除く。

「払込保険料や保障内容はほぼわかっている」と回答した人が44.1％と一番多くなっ
ている。

調査時期：平成30年 要申請

加入内容の認知状況
（生命保険等加入者ベース）6

保険会社の知名度

担当者への信頼感
9.7

付き合い
9.2

10.3 商品（保障）
内容
45.6

保険料
25.2

No.070892

単 ％

注

調 エフピー教育出版「平成30年 サラリーマン世帯生活意識調査」

生命保険商品（生命保険会社や共済等の死亡保障がメインの商品、医療保険・
がん保険等）に加入している人に尋ねた。ただし、生命保険会社等の個人年金
保険等は除く。

「商品（保障）内容」と回答した人が半数近くを占めている。

調査時期：平成30年 要申請

加入時の最大の決定要因
（生命保険等加入者ベース）7

0 20 4010 30

27.9

36.4

11.6

27.1

3.9

保険料の負担が重い

どの商品に加入すれば
よいかわからない

勧められなかったから

公的保障で十分

その他

No.070911

単 ％

調 エフピー教育出版「平成30年 サラリーマン世帯生活意識調査」

注 ①生命保険商品（生命保険会社や共済等の死亡保障がメインの商品、医療保険・
がん保険等）に加入していない人に尋ねた。

②複数回答。

「どの商品に加入すればよいかわからない」という理由が4割弱で最も多い。一方で、
3割弱の人が「勧められなかったから」と回答している。

調査時期：平成30年 要申請

未加入の理由
（生命保険等未加入者ベース）8
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2,536 2,614 2,629 2,633

1,834
（72.3）

2,048
（78.3）

2,140
（81.4）

2,229
（84.7）

就業者

平成2年 7 12 17

2,656

2,342
（88.2）

22 26 27 28 29 30 令和元

自営業主・家族従業者等 雇用者

0

1,000

2,000

3,000 2,946

2,671
（90.7）

2,443
（89.3）

2,482
（89.8）

2,539
（90.4）

2,590
（90.6）

2,737 2,764 2,810 2,859
2,992

2,720
（90.9）

No.071039

単 万人（％）

調 総務省「労働力調査年報」

注 ①「就業者」については、Chapter10- 1-A  　①参照。
②割合は、就業者に占める雇用者の割合。

女性の就業者数、雇用者数は、おおむね増加傾向である。また、平成28年以降の就業者に占める雇用者の割合は、9割を超えている。

女性の就業者数の推移8

0 20 40 60 80 100

（男性/令和元年）

　　27

　　28

　　29

　　30

令和元

　　平成26年 9.3年

9.4年

9.3年

平均
0年 1～2年 3～4 5～9 10～14 15～19 20年以上

9.7年

9.8年

13.8年6.8 12.7 10.1 17.4 15.3 9.5 28.1

9.4年

10.4 18.2 20.3 14.6 8.6 14.613.3

10.5 18.3 12.7 23.5 13.1 8.1 13.8

10.2 19.2 13.3 22.8 13.3 7.8 13.4

10.1 18.1 13.3 20.8 14.8 8.4 14.5

10.3 19.0 13.5 21.5 14.1 8.0 13.6

10.4 18.0 24.5 12.9 7.6 13.612.9

No.071040

単 ％

調 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
注 対象は10人以上の常用労働者を雇用する民営事業所。

女性の平均勤続年数は、近年10年に近づきつつあり、長くなる傾向が続いている。

女性労働者の勤続年数別構成比9

15～19歳

61

20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49 50～54 55～59 60～64 65歳以上

総数 2,992万人

0

50

100

150

200

250

300

400

226
248 251

279

341

384

333

281

224

361
350

No.071041

単 万人

調 総務省「令和元年 労働力調査年報」

女性の就業者数は40歳代後半がピークであり、その後はおおむね年代とともに減少している。

調査時期：令和元年

女性の年齢階級別就業者数10
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働く女性の実態15
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